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１. 東北地方の道路メンテナンス年報について 

 

（１） 概要 

〇 東北地方整備局では、道路利用者の皆様に道路インフラの現状及び老朽化対策につい

てご理解頂くため、点検の実施状況や結果等を「東北地方の道路メンテナンス年報」

としてとりまとめています。 

〇 橋梁・トンネル・道路附属物等※については、2014～2018 年度における 1 巡目点検（以

降、1 巡目点検）が完了し、2019 年度より 2 巡目の点検に着手しています。 

〇 今回は、下記についてとりまとめました。 

➢ 2019～2022 年度における点検結果及び判定区分の遷移状況 

➢ 2022 年度末時点の点検結果 

➢ 1 巡目及び 2 巡目点検施設の修繕等措置の実施状況（2022 年度末時点） 

➢ 舗装・小規模附属物・土工構造物の 2017～2022 年度の点検結果及び修繕等措置の

実施状況 

〇 この調査結果は、点検結果を踏まえた今後の措置方針の立案等に活用します。 

 
 

 

 

 

※道路附属物等：シェッド、大型カルバート、横断歩道橋、門型標識等 

 

 

（２） 橋梁・トンネル・道路附属物等の健全性の診断について 

全ての道路管理者は、2013 年の道路法改正等を受け、2014 年 7 月より 5 年に１回

の頻度で近接目視による点検を実施しています。 

 

健全性の診断は、以下の 4 段階に区分します。 

区分 状態 

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。 

Ⅱ 予防保全段階 
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を

講ずることが望ましい状態。 

Ⅲ 早期措置段階 
構造物の機能に支障が生じている可能性があり、早期に措置を講ず

べき状態。 

Ⅳ 緊急措置段階 
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高

く、緊急に措置を講ずべき状態。 

 

道路の老朽化の現状はどうなっているの

だろうか。 

→地域毎のデータ、経年的な変化等、様々な観

点から東北の道路施設の老朽化の実態を把握

することができます。 

今後どのように措置していくのか。 

 

→各道路管理者は、自らの管理施設の老朽化の

実態を踏まえ、今後の措置方針を立案してい

くことになります。 
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２. 橋梁・トンネル・道路附属物等の点検結果 
（１） 2 巡目（2019～2022 年度）の点検結果 

１）全道路管理者 

〇 2 巡目（2019～2022 年度）の累積点検実施率は、橋梁 86%、トンネル 79%、道路附属物

等 76%と着実に進捗しています。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 29%、Ⅱ 59%、Ⅲ 12%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 2%、Ⅱ 54%

Ⅲ 44%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 25%、Ⅱ 56%、Ⅲ 19%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2022 年度）の点検実施率（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理施設数 
うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 73,627 72,823 62,390 86% (87%) 

トンネル 1,181 1,082 855 79% (79%) 

道路附属物等 3,551 3,424 2,586 76% (81%) 

 

 

※判定区分の割合は四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある（次頁以降も同様）。 

※1：2023 年 3月末時点での施設数のうち、供用後5 年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2017 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 62,390 
18,161 36,986 7,190 53 

29% 59% 12% 0.1% 

トンネル 855 
13 464 378 0 

2% 54% 44% 0% 

道路附属物等 2,586 
632 1,459 495 0 

25% 56% 19% 0% 

 

 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2023.3 末時点 
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２）国土交通省 

〇 2 巡目（2019～2022 年度）の累積点検実施率は、橋梁 83%、トンネル 84%、道路附属物等

79%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 34%、Ⅱ 55%、Ⅲ 11%、Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 4%、Ⅱ 62%、

Ⅲ 34%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 23%、Ⅱ 59%、Ⅲ 18%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2022 年度）の点検実施率（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理施設数 
うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 4,323 4,061 3,356 83% (85%) 

トンネル 282 232 196 84% (84%) 

道路附属物等 1,281 1,199 953 79% (79%) 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

※1：2023 年 3月末時点での施設数のうち、供用後5 年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2017 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 3,356 
1,153 1,825 378 0 

34% 55% 11% 0% 

トンネル 196 
8 121 67 0 

4% 62% 34% 0% 

道路附属物等 953 
219 563 171 0 

23% 59% 18% 0% 

 

 

 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2023.3 末時点 
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３）高速道路会社 

〇 2 巡目（2019～2022 年度）の累積点検実施率は、橋梁 80%、トンネル 78%、道路附属物等

80%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 19%、Ⅱ 70%、Ⅲ 11%、Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 67%、

Ⅲ 33%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 42%、Ⅱ 55%、Ⅲ 3%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2022 年度）の点検実施率（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理施設数 
うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 2,985 2,957 2,366 80% (72%) 

トンネル 128 119 93 78% (83%) 

道路附属物等 915 883 703 80% (86%) 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

※1：2023 年 3月末時点での施設数のうち、供用後5 年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2017 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 2,366 
445 1,648 273 0 

19% 70% 11% 0% 

トンネル 93 
0 62 31 0 

0% 67% 33% 0% 

道路附属物等 703 
297 389 17 0 

42% 55% 3% 0% 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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４）地方公共団体 

〇 2 巡目（2019～2022 年度）の累積点検実施率は、橋梁 86%、トンネル 77%、道路附属物等

69%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 29%、Ⅱ 59%、Ⅲ 12%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 50%、

Ⅲ 49%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 12%、Ⅱ 55%、Ⅲ 33%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2022 年度）の点検実施率（地方公共団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理施設数 
うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 66,319 65,805 56,668 86% (87%) 

トンネル 771 731 566 77% (78%) 

道路附属物等 1,355 1,342 930 69% (78%) 

 

 

2023.3 末時点 ※1：2023 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後5 年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2017 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（地方公共団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 56,668 
16,563 33,513 6,539 53 

29% 59% 12% 0.1% 

トンネル 566 
5 281 280 0 

1% 50% 49% 0% 

道路附属物等 930 
116 507 307 0 

12% 55% 33% 0% 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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５）県・政令市等 

〇 2 巡目（2019～2022 年度）の累積点検実施率は、橋梁 82%、トンネル 80%、道路附属物等

68%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 22%、Ⅱ 61%、Ⅲ 17%、Ⅳ 0.02%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 

46%、Ⅲ 53%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 12%、Ⅱ 51%、Ⅲ 37%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2022 年度）の点検実施率（県・政令市等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理施設数 
うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 17,001 16,831 13,866 82% (82%) 

トンネル 607 572 456 80% (82%) 

道路附属物等 1,098 1,091 741 68% (79%) 

 

 

2023.3 末時点 

※1：2023 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後5 年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2017 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（県・政令市等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 13,866 
3,031 8,405 2,427 3 

22% 61% 17% 0.02% 

トンネル 456 
4 212 240 0 

1% 46% 53% 0% 

道路附属物等 741 
89 377 275 0 

12% 51% 37% 0% 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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16%

15%

22%

24%

18%

22%

26%

12%

19%

21%

24%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

橋梁

トンネル

道路附属物等

橋梁

(42,802)

トンネル

(110)

道路

附属物等

(189)

2014 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018

(9%) (21%) (30%) (29%) (10%)

(21%) (10%) (13%) (23%) (31%)

(24%) (23%) (18%) (13%) (22%)

87%

69%

75%

2019年度 1巡目点検（実績）2020年度 2021年度 2022年度

６）市町村 

〇 2 巡目（2019～2022 年度）の累積点検実施率は、橋梁 87%、トンネル 69%、道路附属物等

75%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 32%、Ⅱ 59%、Ⅲ 9%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 63%、

Ⅲ 36%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 14%、Ⅱ 69%、Ⅲ 17%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2022 年度）の点検実施率（市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理施設数 
うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 49,318 48,974 42,802 87% (89%) 

トンネル 164 159 110 69% (67%) 

道路附属物等 257 251 189 75% (78%) 

 

 

2023.3 末時点 
※1：2023 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後5 年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2017 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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32%

1%

14%

59%

63%

69%

9%

36%

17%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(42,802橋)

トンネル

(110箇所)

道路附属物等

(189施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 42,802 
13,532 25,108 4,112 50 

32% 59% 9% 0.1% 

トンネル 110 
1 69 40 0 

1% 63% 36% 0% 

道路附属物等 189 
27 130 32 0 

14% 69% 17% 0% 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2019～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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35%

30%

36%

20%

22%

33%

65%

63%

57%

76%

66%

62%

7%

7%

4%

12%

5%

0.03%

0.01%

0.04%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【2014～2017年度点検】

全道路管理者

(53,375橋)

【2019～2022年度点検】

全道路管理者

(53,375橋)

国土交通省

(2,821橋)

高速道路会社

(1,790橋)

県・政令市等

(11,411橋)

市町村

(37,353橋)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

5年後

57%

44%

37%

33%

24%

22%

34%

30%

39%

53%

60%

62%

68%

67%

62%

63%

4%

3%

3%

5%

8%

11%

4%

7%

0.02%

0.01%

0.02%

0.06%

0.04%

0.03%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

(592橋)

11年～20年

(2,865橋)

21年～30年

(6,292橋)

31年～40年

(8,525橋)

41年～50年

(10,885橋)

51年～

(10,504橋)

不明

(13,712橋)

合計

(53,375橋)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（２） 判定区分Ⅰ・Ⅱの施設の 5 年後の判定区分Ⅲ・Ⅳへの遷移状況 

１）橋梁 

〇 1 巡目の 2014 年度～2017 年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずること

が望ましい状態（判定区分Ⅰ・Ⅱ）に診断された橋梁のうち、修繕等の措置を講じない

まま、5 年後の 2019 年度～2022 年度の点検において、早期又は緊急に措置を講ずべき

状態（判定区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移した橋梁の割合は、全道路管理者合計で 7%です。 

〇 建設年数が 31 年以上となる橋梁は、建設後経過年数に比例して判定区分Ⅰ・Ⅱから判

定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した割合が高くなっています。 

 

〇管理者別の判定区分の遷移状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年数別の遷移状況（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（）内は、1 巡目（2014 年～2017 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡとなった橋梁数のうち、修繕等の

措置を講じないまま5年後の 2019 年度～2022 年度に点検を実施した橋梁の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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4%

1%

4%

1%

96%

69%

72%

85%

62%

75%

30%

24%

15%

37%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【2014～2017年度点検】

全道路管理者

(451箇所)

【2019～2022年度点検】

全道路管理者

(451箇所)

国土交通省

(107箇所)

高速道路会社

(68箇所)

県・政令市等

(232箇所)

市町村

(44箇所)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

5年後

9%

3%

1%

71%

86%

78%

64%

55%

48%

100%

69%

20%

11%

22%

36%

45%

52%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

(35箇所)

11年～20年

(85箇所)

21年～30年

(109箇所)

31年～40年

(100箇所)

41年～50年

(73箇所)

51年～

(46箇所)

不明

(3箇所)

合計

(451箇所)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

２）トンネル 

〇 1 巡目の 2014 年度～2017 年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずること

が望ましい状態（判定区分Ⅰ・Ⅱ）に診断されたトンネルのうち、修繕等の措置を講じ

ないまま、5 年後の 2019 年度～2022 年度の点検において、早期又は緊急に措置を講ず

べき状態（判定区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移したトンネルの割合は、全道路管理者合計で 30%で

す。 

〇 建設年数が 21 年以上となるトンネルは、建設後経過年数に比例して判定区分Ⅰ・Ⅱか

ら判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した割合が高くなっています。 

 

〇管理者別の判定区分の遷移状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年数別の遷移状況（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（）内は、1 巡目（2014 年度～2017 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡとなったトンネル数のうち、修

繕等の措置を講じないまま2019 年度～2022 年度に点検を実施したトンネルの合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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27%

26%

17%

44%

15%

16%

73%

63%

68%

54%

68%

75%

11%

15%

2%

17%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【2014～2017年度点検】

全道路管理者

(1,703施設)

【2019～2022年度点検】

全道路管理者

(1,703施設)

国土交通省

(629施設)

高速道路会社

(610施設)

県・政令市等

(349施設)

市町村

(115施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

5年後

52%

35%

31%

16%

13%

8%

7%

26%

43%

62%

62%

73%

65%

55%

79%

63%

5%

3%

7%

11%

22%

37%

14%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

(79施設)

11年～20年

(497施設)

21年～30年

(457施設)

31年～40年

(235施設)

41年～50年

(239施設)

51年～

(99施設)

不明

(97施設)

合計

(1,703施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

３）道路附属物等 

〇 1 巡目の 2014 年度～2017 年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずること

が望ましい状態（判定区分Ⅰ・Ⅱ）に診断された道路附属物等のうち、修繕等の措置を

講じないまま、5 年後の 2019 年度～2022 年度の点検において、早期又は緊急に措置を

講ずべき状態（判定区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移した道路附属物等の割合は、全道路管理者合計

で 11%です。 

〇建設年数が 21 年以上となる道路附属物等は、建設後経過年数に比例して判定区分Ⅰ・Ⅱ

から判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した割合が高くなっています。 

 

〇管理者別の判定区分の遷移状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年数別の遷移状況（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※（）内は、1巡目（2014 年度～2017 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡとなった道路附属物等数のうち、修

繕等の措置を講じないまま5年後の 2019 年度～2022 年度に点検を実施した道路附属物等の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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22,823橋

(32%)

22,312橋
(31%)

21,578橋

(30%)

41,250橋

(57%)

42,472橋

(58%)

42,699橋

(59%)

7,578橋

(11%)

7,977橋

(11%)

8,313橋

(11%)

47橋

(0.1%)
64橋

(0.1%)

63橋

(0.1%)

2018年度末 2021年度末 2022年度末

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

1巡目点検結果

（71,698橋）

2021年度時点の

点検結果

（72,825橋）

2022年度時点の

点検結果

（72,653橋）

（３） 2022 年度末時点での判定区分ごとの施設数と割合 

１）橋梁 

〇 2022 年度末時点での点検結果では判定区分の割合は、Ⅰ 30%、Ⅱ 59%、Ⅲ 11%、Ⅳ 0.1%

であり、修繕等が必要な判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁は 8,376 橋です。 

〇1 巡目点検結果から推移をみると、判定区分Ⅲ・Ⅳの施設数が増加しています。 

 

〇各年度時点の判定区分の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ・Ⅳ計 
7,625 橋 

Ⅲ・Ⅳ計 
8,041 橋 

Ⅲ・Ⅳ計 
8,376 橋 
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20箇所

(2%)

16箇所

(2%)
18箇所

(2%)

589箇所

(58%)

563箇所

(54%)
610箇所

(57%)

411箇所

(40%)

465箇所

(44%)
448箇所

(41%)

3箇所

0.3%
2箇所

0.2%

1箇所

0.1%

2018年度末 2021年度末 2022年度末

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

1巡目点検結果

（1,023箇所）

2021年度時点の

点検結果

（1,046箇所）

2022年度時点の

点検結果

（1,077箇所）

２）トンネル 

〇 2022 年度末時点での点検結果では判定区分の割合は、Ⅰ 2%、Ⅱ 57%、Ⅲ 41%、Ⅳ 0.1%

であり、修繕等が必要な判定区分Ⅲ・Ⅳのトンネルは 449 箇所です。 

〇1 巡目点検結果から推移をみると、判定区分Ⅲ・Ⅳの施設数が増加しています。 

 

〇各年度時点の判定区分の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ・Ⅳ計 
414 箇所 

Ⅲ・Ⅳ計 
467 箇所 Ⅲ・Ⅳ計 

449 箇所 
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698施設

(23%)
763施設

(23%)
827施設

(24%)

1,785施設

(58%)
1,860施設

(57%)
1,948施設

(57%)

597施設

(19%)

638施設

(20%)
642施設

(19%)
1施設

(0.03%)
1施設

(0.03%)

2018年度末 2021年度末 2022年度末

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

1巡目点検点検結果

（3,081施設）

2021年度時点の

点検結果

（3,262施設）

2022年度時点の

点検結果

（3,417施設）

３）道路附属物等 

〇 2022 年度末時点での点検結果では判定区分の割合は、Ⅰ 24%、Ⅱ 57%、Ⅲ 19%、Ⅳ 0%

であり、修繕等が必要な判定区分Ⅲ・Ⅳの道路附属物等は 642 施設です。 

〇1 巡目点検結果から推移をみると、判定区分Ⅲ・Ⅳの施設数が増加しています。 

 

〇各年度時点の判定区分の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ・Ⅳ計 
598 施設 

Ⅲ・Ⅳ計 
639 施設 

Ⅲ・Ⅳ計 
642 施設 

19



 

30%

(21,578)

2%

(18)

24%

(827)

59%

(42,699)

57%

(610)

57%

(1,948)

11%

(8,313)

41%

(448)

19%

(642)

0.1%

(63)

0.1%

(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(72,653橋)

トンネル

(1,077箇所)

道路附属物等

(3,417施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

63%

(763)

45%

(1,708)

36%

(2,899)

33%

(3,613)

23%

(3,498)

20%

(3,187)

33%

(5,910)

30%

(21,578)

34%

(415)

51%

(1,943)

59%

(4,652)

59%

(6,473)

62%

(9,631)

59%

(9,168)

59%

(10,417)

59%

(42,699)

3%

(30)

4%

(135)

5%

(389)

8%

(906)

15%

(2,264)

21%

(3,218)

8%

(1,371)

11%

(8,313)

0.03%

(1)

0.01%

(1)

0.03%

(3)

0.1%

(8)

0.2%

(31)

0.1%

(19)

0.1%

(63)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

1,208(2%)

3,787(5%)

7,941(11%)

10,995(15%)

15,401(21%)

15,604(21%)

17,717(24%)

72,653(100%)

（４） 2022 年度末時点での点検結果 

１）全道路管理者 

〇 2022 年度末時点の点検結果における判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 30%、Ⅱ 59%、Ⅲ 11%、

Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 2%、Ⅱ 57%、Ⅲ 41%、Ⅳ 0.1%、道路附属物等：Ⅰ 24%、Ⅱ 57%、

Ⅲ 19%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（）内は、2023 年 3 月末時点の施設数のうち、2014～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2023.3 末時点 
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14%

(10)

3%

(5)

0.4%

(1)

1%

(2)

2%

(18)

65%

(47)

81%

(141)

66%

(166)

53%

(115)

39%

(76)

38%

(56)

53%

(9)

57%

(610)

21%

(15)

16%

(27)

34%

(86)

47%

(104)

61%

(118)

60%

(90)

47%

(8)

41%

(448)

1%

(1)

0.1%

(1)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

72(7%)

173(16%)

253(23%)

219(20%)

194(18%)

149(14%)

17(2%)

1,077(100%)

〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 

 

 

 

 

 

 

51%

(145)

36%

(312)

25%

(207)

15%

(76)

8%

(42)

10%

(21)

11%

(24)

24%

(827)

47%

(135)

58%

(499)

60%

(484)

59%

(308)

54%

(269)

49%

(106)

64%

(147)

57%

(1,948)

2%

(7)

6%

(48)

15%

(119)

26%

(134)

38%

(189)

41%

(87)

25%

(58)

19%

(642)
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11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

287(8%)

859(25%)

810(24%)

518(15%)

500(15%)

214(6%)

229(7%)

3,417(100%)
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35%

(1,420)

3%

(8)

25%

(306)

54%

(2,191)

60%

(138)

59%

(703)

11%

(450)

37%

(86)

16%

(190)
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橋梁

(4,061橋)

トンネル

(232箇所)

道路附属物等

(1,199施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

２）国土交通省 

〇 2022 年度末時点の点検結果における判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 35%、Ⅱ 54%、Ⅲ 11%、

Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 3%、Ⅱ 60%、Ⅲ 37%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 25%、Ⅱ 59%、

Ⅲ 16%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2023 年 3 月末時点の施設数のうち、2014～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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(160)

49%

(303)

38%

(198)

33%

(196)

21%

(186)

32%

(376)

25%

(1)

35%

(1,420)

40%

(105)

48%

(293)

58%

(298)
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(348)

61%
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52%
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25%

(1)

54%

(2,191)

3%

(17)

4%

(22)

9%

(57)

18%

(163)

16%

(189)

50%

(2)

11%

(450)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

265(7%)

613(15%)

518(13%)

601(15%)

889(22%)

1,171(29%)

4(0.1%)

4,061(100%)
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18%

(7)

2%

(1)

3%

(8)

74%

(29)

88%

(43)

76%

(25)

45%

(9)

46%

(19)

26%

(13)

60%

(138)

8%

(3)

10%

(5)

24%

(8)

55%

(11)
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(22)

74%

(37)
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31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

39(17%)

49(21%)

33(14%)

20(9%)

41(18%)

50(22%)

-(-)

232(100%)

45%

(67)

32%

(150)
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51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

147(12%)

461(38%)

193(16%)

108(9%)

160(13%)

107(9%)

23(2%)

1,199(100%)

〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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70%

(59)

42%

(131)

20%

(135)

13%

(75)

7%

(90)

16%

(490)

30%

(25)

57%

(181)

77%

(530)
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(447)

73%

(935)

72%

(2,118)
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(349)
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31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

84(3%)

315(11%)

684(23%)

586(20%)

1,284(43%)

4(0.1%)

-(-)

2,957(100%)

３）高速道路会社 

〇 2022 年度末時点の点検結果における判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 16%、Ⅱ 72%、Ⅲ 12%、

Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 66%、Ⅲ 34%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 38%、Ⅱ 58%、

Ⅲ 4%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2023 年 3 月末時点の施設数のうち、2014～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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57%

(59)

54%
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39%
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24%

(34)

15%

(25)

38%

(333)
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(43)

45%
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(513)
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11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

103(12%)

194(22%)

286(32%)

140(16%)

160(18%)

-(-)

-(-)

883(100%)

〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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(12)

77%

(36)

62%

(26)

24%

(4)
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(16)
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21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

1(1%)

12(10%)

47(39%)

42(35%)

17(14%)

-(-)

-(-)

119(100%)
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30%

(19,668)

2%

(10)

14%

(188)

59%

(38,390)
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(393)
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51%

(1,469)
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4%
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(348)
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21%
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11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

859(1%)

2,859(4%)

6,739(10%)

9,808(15%)

13,228(20%)

14,429(22%)

17,713(27%)

65,635(100%)

４）地方公共団体 

〇 2022 年度末時点の点検結果における判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 30%、Ⅱ 59%、Ⅲ 11%、

Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 2%、Ⅱ 54%、Ⅲ 44%、Ⅳ 0.1%、道路附属物等：Ⅰ 14%、Ⅱ 55%、

Ⅲ 31%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（地方公共団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2023 年 3 月末時点の施設数のうち、2014～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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9%

(3)

3%

(4)

1%
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(2)
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53%

(17)
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41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

32(4%)

112(15%)

173(24%)

157(22%)

136(19%)

99(14%)

17(2%)

726(100%)
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不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

37(3%)

204(15%)

331(25%)

270(20%)

180(13%)

107(8%)

206(15%)

1,335(100%)

〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

309(2%)

1,126(7%)

2,145(13%)

2,817(17%)

3,376(20%)

5,534(33%)

1,432(9%)

16,739(100%)

５）県・政令市等 

〇 2022 年度末時点の点検結果における判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 24%、Ⅱ 60%、Ⅲ 16%、

Ⅳ 0.03%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 52%、Ⅲ 47%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 14%、Ⅱ 52%、

Ⅲ 34%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（県・政令市等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2023 年 3 月末時点の施設数のうち、2014～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

29(5%)

98(17%)

135(24%)

130(23%)

120(21%)

59(10%)

-(-)

571(100%)

43%

(12)

26%

(46)

13%

(36)

10%

(24)

6%

(9)

12%

(11)

14%

(19)

14%

(157)

50%

(14)

58%

(102)

54%

(142)

45%

(104)

40%

(64)

51%

(45)

65%

(90)

52%

(561)

7%

(2)

16%

(27)

33%

(87)

45%

(103)

54%

(87)

37%

(33)

21%

(30)

34%

(369)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

28(3%)

175(16%)

265(24%)

231(21%)

160(15%)

89(8%)

139(13%)

1,087(100%)

〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

合計

550(1%)

1,733(4%)

4,594(9%)

6,991(14%)

9,852(20%)

8,895(18%)

16,281(33%)

48,896(100%)

６）市町村 

〇 2022 年度末時点の点検結果における判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 32%、Ⅱ 58%、Ⅲ 10%、

Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 63%、Ⅲ 35%、Ⅳ 1%、道路附属物等：Ⅰ 12%、Ⅱ 69%、

Ⅲ 19%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023.3 末時点 

※（）内は、2023 年 3 月末時点の施設数のうち、2014～2022 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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16(10%)

40(26%)
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(2)

55%

(16)
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40%

(8)

61%
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55%
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25%
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(46)
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9(4%)

29(12%)
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67(27%)

248(100%)

〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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2023.3 末時点 

３. 判定区分Ⅲ、Ⅳの施設の修繕等措置の実施状況 
（１） 1 巡目点検施設における修繕等措置の実施状況 

①橋梁 

〇 1 巡目（2014～2018 年度）の点検で判定区分Ⅲ又はⅣと診断された橋梁の修繕等の措置

に着手した割合は、2022 年度末時点で、国土交通省 100%、高速道路会社 99%、地方公共

団体 73%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 73%、高速道路会社 47%、地方公共団体 49%です。 

〇 判定区分Ⅲ・Ⅳである橋梁は次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずるべきとしていま

すが、市町村において 5 年以前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された橋梁の措置の着手率は 6

割程度と遅れています。 

 

 

 

管理者 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）

：措置完了率（C/A）

うち 

完了済の

施設数 

C※2 

（C/A） 0% 20% 40% 60% 80% 100% 

国土 

交通省 
479 

478 

（100%） 

349 

(73%) 

2014  
2015 

2016 

2017 

2018 

高速道路 

会社 
378 

375 

(99%) 

177 

(47%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

地方公共 

団体計 
6,661 

4,859 

(73%) 

3,290 

(49%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

 

県・ 

政令市等 
2,091 

1,935 

(93%) 

1,132 

(54%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

市町村 4,570 
2,924 

(64%) 

2,158 

(47%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

合計 7,518 
5,712 

(76%) 

3,816 

(51%) 
  

※1：1巡目点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※2：2巡目点検で再度Ⅲ、Ⅳと診断された施設でも、1巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

100%

100%

100%

100%

99%

98%

91%

69%

56%

37%

100%

100%

100%

100%

97%

45%

48%

56%

54%

35%

92%

76%

71%

65%

62%

79%

56%

48%

37%

29%

99%

99%

95%

87%

79%

84%

66%

54%

38%

25%

88%

68%

61%

55%

53%

75%

52%

45%

36%

31%

76%51%
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2023.3 末時点 

100%

100%

100%

100%

88%

100%

100%

86%

92%

50%

100%

100%

100%

100%

100%

60%

75%

100%

33%

33%

95%

92%

98%

95%

76%

75%

53%

78%

78%

57%

100%

100%

100%

98%

100%

84%

55%

78%

79%

76%

82%

40%

90%

81%

44%

53%

40%

80%

75%

31%

94%73%

②トンネル 

〇 1 巡目（2014～2018 年度）の点検で判定区分Ⅲ又はⅣと診断されたトンネルの修繕等の

措置に着手した割合は、2022 年度末時点で、国土交通省 97%、高速道路会社 100%、地方

公共団体 93%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 84%、高速道路会社 55%、地方公共団体 72%です。 

〇 判定区分Ⅲ・Ⅳであるトンネルは次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずるべきとして

いますが、市町村において 5 年以前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断されたトンネルの措置の着

手率は 7 割程度と遅れています。 

 

 

 
 

 

管理者 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）

：措置完了率（C/A）

うち 

完了済の

施設数 

C※2 

（C/A） 0% 20% 40% 60% 80% 100% 

国土 

交通省 
77 

75 

（97%） 

65 

(84%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

高速道路 

会社 
33 

33 

(100%) 

18 

(55%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

地方公共 

団体計 
297 

276 

(93%) 

213 

(72%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

 

県・ 

政令市等 
233 

231 

(99%) 

177 

(76%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

市町村 64 
45 

(70%) 

36 

(56%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

合計 407 
384 

(94%) 

296 

(73%) 
  

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

※1：1巡目点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※2：2巡目点検で再度Ⅲ、Ⅳと診断された施設でも、1 巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 
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100%

100%
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100%

100%
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100%

83%

73%

95%

83%

91%

96%

58%

69%

42%

34%

54%

28%

100%

86%

96%

98%

59%

73%

43%

33%

58%

25%

79%

29%

43%

86%

56%

53%

29%

43%

29%

44%

89%51%

 

③道路附属物等 

〇 1 巡目（2014～2018 年度）の点検で判定区分Ⅲ又はⅣと診断された道路附属物等の修繕

等の措置に着手した割合は、2022 年度末時点で、国土交通省 97%、高速道路会社 100%、

地方公共団体 85%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 53%、高速道路会社 91%、地方公共団体 45%です。 

〇 判定区分Ⅲ・Ⅳである道路附属物等は次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずるべきと

していますが、市町村において 5 年以前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された道路附属物等の

措置の着手率は 6 割程度と遅れています。 

 

 

 
 

 

 

管理者 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）

：措置完了率（C/A）

うち 

完了済の

施設数 

C※2 

（C/A） 0% 20% 40% 60% 80% 100% 

国土 

交通省 
118 

114 

（97%） 

62 

(53%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

高速道路 

会社 
56 

56 

(100%) 

51 

(91%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

地方公共 

団体計 
413 

350 

(85%) 

187 

(45%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

 

県・ 

政令市等 
364 

319 

(88%) 

166 

(46%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

市町村 49 
31 

(63%) 

21 

(43%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

合計 587 
520 

(89%) 

300 

(51%) 
  

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

※1：1巡目点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※2：2巡目点検で再度Ⅲ、Ⅳと診断された施設でも、1 巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 
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（２） 2 巡目点検施設における修繕等措置の実施状況 

①橋梁 

〇 2巡目（2019～2022 年度）の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又は緊急

に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された橋梁のうち、修繕等の措置に着手し

た割合は、2022 年度末時点で国土交通省 56%、高速道路会社 79%、地方公共団体 39%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 12%、高速道路会社 16%、地方公共団体 13%です。 

 

 

 
 

 

 

 

管理者 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）

：措置完了率（C/A）

うち 

完了済の

施設数 

C 

（C/A） 0% 20% 40% 60% 80% 100% 

国土 

交通省 
378 

213 

（56%） 

47 

(12%) 

2019  
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2021 

2022 

高速道路 

会社 
273 

216 

(79%) 

45 

(16%) 

2019 
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2021 

2022 

地方公共 

団体計 
6,592 

2,594 

(39%) 

874 

(13%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

 

県・ 

政令市等 
2,430 

1,319 

(54%) 

386 

(16%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

市町村 4,162 
1,275 

(31%) 

488 

(12%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

合計 7,243 
3,023 

(42%) 

966 

(13%) 
  

2023.3 末時点 

※1：2巡目（2019 年度～2022 年度）の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 
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②トンネル 

〇 2巡目（2019～2022 年度）の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又は緊急

に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断されたトンネルのうち、修繕等の措置に着

手した割合は、2022 年度末時点で国土交通省 54%、高速道路会社 55%、地方公共団体 68%

です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 9%、高速道路会社 32%、地方公共団体 30%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

管理者 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）

：措置完了率（C/A）

うち 

完了済の

施設数 

C 

（C/A） 0% 20% 40% 60% 80% 100% 

国土 

交通省 
67 

36 

（54%） 

6 

(9%) 

2019  
2020 

2021 

2022 

高速道路 

会社 
31 

17 

(55%) 

10 

(32%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

地方公共 

団体計 
280 

191 

(68%) 

85 

(30%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

 

県・ 

政令市等 
240 

178 

(74%) 

80 

(33%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

市町村 40 
13 

(33%) 

5 

(13%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

合計 378 
244 

(65%) 

101 

(27%) 
  

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

2023.3 末時点 

※1：2巡目（2019 年度～2022 年度）の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。

80%

69%

48%

25%

13%

23%

4%

0%

86%
50%

75%
0%

43%
25%

50%
0%

93%
73%

60%
49%

60%
25%
21%
24%

100%
78%

62%
61%

65%
27%
22%
29%

33%
46%

40%
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③道路附属物等 

〇 2巡目（2019～2022 年度）の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又は緊急

に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された道路附属物等のうち、修繕等の措置

に着手した割合は、2022 年度末時点で国土交通省 42%、高速道路会社 59%、地方公共団体

62%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 8%、高速道路会社 41%、地方公共団体 17%です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理者 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）

：措置完了率（C/A）

うち 

完了済の

施設数 

C 

（C/A） 0% 20% 40% 60% 80% 100% 

国土 

交通省 
171 

71 

（42%） 

14 

(8%) 

2019  
2020 

2021 

2022 

高速道路 

会社 
17 

10 

(59%) 

7 

(41%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

地方公共 

団体計 
307 

189 

(62%) 

52 

(17%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

 

県・ 

政令市等 
277 

178 

(64%) 

50 

(18%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

市町村 30 
11 

(37%) 

2 

(7%) 

2019 

 
2020 

2021 

2022 

合計 495 
270 

(55%) 

73 

(15%) 
  

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

2023.3 末時点 

※1：2巡目（2019 年度～2022 年度）の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。
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（３） 過年度の点検（2014～2022 年度）の実施施設における修繕等措置の実施状況 

①橋梁 

〇 2022 年度時点の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又は緊急に措置を講

ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された橋梁の修繕等の措置に着手した割合は、2022

年度末時点で、国土交通省 63%、高速道路会社 84%、地方公共団体 42%です。 

〇 完了した割合は、国土交通省 15%、高速道路会社 22%、地方公共団体 16%です。 
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A※1 

措置に着手済の

施設数 
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未着手 

施設数 

（A-B） 

うち完了 
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（C/A） 

国土交通省 450 
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（63%） 
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(15%) 

166 

(37%) 

高速道路会社 349 
292 

(84%) 

77 

(22%) 

57 

(16%) 

地方公共団体計 7,577 
3,189 

(42%) 

1,183 

(16%) 

4,388 

(58%) 

 

県・政令市等 2,779 
1,599 

(58%) 

500 

(18%) 

1,180 

(42%) 

市町村 4,798 
1,590 

(33%) 

683 

(14%) 

3,208 

(67%) 

合計 8,376 
3,765 

(45%) 

1,328 

(16%) 

4,611 

(55%) 

 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

2023.3 末時点 

※1：過年度の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち点検対象外となった施設を除く。 
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②トンネル 

〇 2022 年度時点の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又は緊急に措置を講

ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断されたトンネルの修繕等の措置に着手した割合は、

2022 年度末時点で、国土交通省 60%、高速道路会社 65%、地方公共団体 71%です。 

〇 完了した割合は、国土交通省 14%、高速道路会社 33%、地方公共団体 36%です。 

 

 

 
 

管理者 

措置が必要な 

施設数 

A※1 

措置に着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 
未着手 

施設数 

（A-B） 

うち完了 

C 

（C/A） 

国土交通省 86 
52 

（60%） 

12 

(14%) 

34 

(40%) 

高速道路会社 40 
26 

(65%) 

13 

(33%) 

14 

(35%) 

地方公共団体計 323 
228 

(71%) 

115 

(36%) 

95 

(29%) 

 

県・政令市等 267 
205 

(77%) 

101 

(38%) 

62 

(23%) 

市町村 56 
23 

(41%) 

14 

(25%) 

33 

(59%) 

合計 449 
306 

(68%) 

140 

(31%) 

143 

(32%) 

 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

2023.3 末時点 

※1：過年度の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち点検対象外となった施設を除く。 
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③道路附属物等 

〇 2022 年度時点の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又は緊急に措置を講

ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された道路附属物等の修繕等の措置に着手した割合

は、2022 年度末時点で、国土交通省 45%、高速道路会社 81%、地方公共団体 61%です。 

〇 完了した割合は、国土交通省 7%、高速道路会社 19%、地方公共団体 13%です。 

 

 

 

管理者 

措置が必要な 

施設数 

A※1 

措置に着手済の

施設数 

B 

（B/A） 

 
未着手 

施設数 

（A-B） 

うち完了 

C 

（C/A） 

国土交通省 190 
86 

（45%） 

20 

(11%) 

104 

(55%) 

高速道路会社 37 
30 

(81%) 

23 

(62%) 

7 

(19%) 

地方公共団体計 415 
255 

(61%) 

82 

(20%) 

160 

(39%) 

 

県・政令市等 369 
237 

(64%) 

75 

(20%) 

132 

(36%) 

市町村 46 
18 

(39%) 

7 

(15%) 

28 

(61%) 

合計 642 
371 

(58%) 

125 

(19%) 

271 

(42%) 
 

 

 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。 

2023.3 末時点 

※1：過年度の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち点検対象外となった施設を除く。 
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44%

(23)

19%

(10)

37%

(19) 2022年度

判定区分Ⅳの

橋梁

52橋

修繕・架替 機能転換 対応未定 撤去･廃止中（予定含む） 撤去･廃止済等

33%

(16)

2%

(1)
33%

(16)

32%

(15) 2021年度

判定区分Ⅳの

橋梁

48橋

（４） 判定区分Ⅳの施設の措置状況 

〇 2022 年度末時点で判定区分Ⅳと診断された橋梁の措置状況のうち、撤去・廃止の割合は、

2022 年度末時点で、37%です。また、トンネル及び道路付属物等が、2022 年度末時点で

判定区分Ⅳと診断された施設はありません。 

 

 

 

〇判定区分Ⅳの橋梁の措置状況（予定含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31% 37%
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高速自動車国道

4%

（約2,900橋）
直轄国道

6%

（約4,400橋）

補助国道

7%

（約5,000橋）

県道

15%

（約11,300橋）市町村道

68%

（約50,000橋）

橋梁

約7.4万橋

国土交通省

16%

（約2,282千㎡)

高速道路会社

16%

（約2,320千㎡)

道路公社

0.3%

（約49千㎡)
県

36%

（約5,238千㎡)

政令市

2%

（約289千㎡)

市町村

30%

（約4,418千㎡)

橋梁

約15百万㎡

高速自動車国道

14%

（約2,032千㎡)

直轄国道

18%

（約2,588千㎡)

補助国道

13%

（約1,952千㎡)

県道

24%

（約3,462千㎡)

市町村道

31%

（約4,563千㎡)

橋梁

約15百万㎡

４. 橋梁・トンネルの現状 
（１） 橋梁の現状 

 １）管理者別の橋梁数、橋面積 

〇 東北地方には橋梁が約 7.4 万橋あり、このうち、地方公共団体が管理する橋梁は約

6.6 万橋と、約 9 割を占めています。 

 

 

〇道路管理者別橋梁数         〇道路種別橋梁数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇道路管理者別橋面積         〇道路種別橋面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路局調べ（2023.3 末時点）

道路局調べ（2023.3 末時点）

国土交通省

6%

（約4,300橋）

高速道路会社

4%

（約2,900橋）

道路公社

0.1%

（約100橋）

県

22%

（約16,000橋）

政令市

1%

（約900橋）

市町村

67%

（約49,300橋）

橋梁

約7.4万橋

地方公共団体

管理

約 6.6 万橋
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35%

61%

2022時点

2032時点

全体

40%

66%

2022時点

2032時点

橋長15ｍ未満

28%

52%

2022時点

2032時点

橋長15ｍ以上

0.02%
8% 92%管理者別

国土交通省 県・政令市等 市町村

99% 1%

0.2%

市町村管理

の橋長分布

2m以上15m未満 15m以上50m未満 50m以上

 ２）建設年度別の橋梁数 

〇 建設後 50 年を経過した橋梁の割合は、現在は約 35%であるのに対し、10 年後には約 61%

となります。建設後 50 年を経過し橋長 15m 未満の橋梁の割合は、10 年後に約 66%とな

ります。橋長 15m 以上の橋梁の割合は、10 年後に 52%となります。 

〇 この他に建設年度が不明の橋梁が約 1.8 万橋あり、これらの大半が市町村管理の橋長

15m 未満の橋梁です。 

 

 

〇建設年度別橋梁数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設後 50 年を経過した橋梁の割合 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年度不明橋梁（約 1.8 万橋）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約1.8 万橋ある。 

道路局調べ（2023.3 末時点） 

※この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約1.8 万橋ある。 

道路局調べ（2023.3 末時点） 

道路局調べ（2023.3 末時点） 
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68%

47%

36%

57%

76%

22%

29%

34%

26%

19%

6%

10%

10%

9%

3%

4%

14%

20%

8%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全道路管理者

国土交通省

高速道路会社

県・政令市等

市町村

2m以上15m未満 15m以上50m未満 50m以上100m未満 100m以上

 ３）管理者別の橋長分布 

〇 橋長 50m 以上の橋梁は国土交通省、高速道路会社に多くなっています。 

〇 市町村が管理する橋梁は 70%以上が橋長 15m 未満です。 

 

〇管理者別の橋長分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路局調べ（2023.3 末時点）

※橋長に関して情報がなかった橋梁を除く
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国土交通省

24%

(約280箇所)

高速道路会社

11%

(約130箇所)

道路公社

0.3%

(約10箇所)

県

50%

(約590箇所)

政令市

1%

(約10箇所)

市町村

14%

(約160箇所)

トンネル

約 1.2 千箇所

地方公共団体管理

約 770 箇所

高速自動車国道

14%

(約170箇所)

直轄国道

21%

(約250箇所)

補助国道

29%

(約340箇所)

都道府県道

22%

(約260箇所)

市町村道

14%

(約170箇所)

トンネル

約 1.2 千箇所

（２） トンネルの現状 

 １）管理者別の箇所数 

〇 東北地方にはトンネルが約 1.2 千箇所あり、このうち、地方公共団体が管理するトン

ネルは約 770 箇所と約 6 割を占めています。 

 

〇道路管理者別トンネル数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇道路種別トンネル数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
道路局調べ（2023.3 末時点）

道路局調べ（2023.3 末時点）
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 ２）建設年度別のトンネル数 

〇 建設後 50 年を経過したトンネルの割合は、現在約 17%であるのに対し、10 年後には約

33%に増加します。建設後 50 年を経過し延長 100m 未満のトンネルの割合は、10 年後に

約 65%となります。 

 

 

〇建設年度別トンネル数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設後 50 年を経過したトンネルの割合 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年度不明トンネル（19 箇所）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この他、古いトンネルなど記録が確認できない建設年度不明トンネルが19箇所ある。 

道路局調べ（2023.3 末時点） 

※この他、古いトンネルなど記録が確認できない建設年度不明トンネルが19箇所ある。 

道路局調べ（2023.3 末時点） 

道路局調べ（2023.3 末時点） 

17%

33%

2022時点

2032時点

全体

50%

65%

2022時点

2032時点

延長100ｍ未満

13%

29%

2022時点

2032時点

延長100ｍ以上

5% 95%管理者別

県・政令市等 市町村

78% 22%
市町村管理

の延長分布

100m未満 100m以上500m未満
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12%

4%

13%

35%

53%

46%

37%

60%

49%

20%

25%

27%

18%

14%

13%

23%

31%

8%

2%

2%

2%

5%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全道路管理者

国土交通省

高速道路会社

県・政令市等

市町村

100m未満 100m以上500m未満 500m以上1000m未満 1000m以上3000m未満 3000m以上

 ３）管理者別の延長分布 

〇 延長 1000m 以上のトンネルは国土交通省、高速道路会社に多くなっています。 

〇 市町村が管理するトンネルは、約 35%が延長 100m 未満です。 

 

〇管理者別の延長分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路局調べ（2023.3 末時点）

※延長に関して情報がなかった施設を除く
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５. 地方公共団体でのメンテナンスに向けた取り組み 
（１） 道路メンテナンス会議の開催 

〇 関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的

な老朽化対策の推進を図ることを目的に、「道路メンテナンス会議」を設置しました。

（2014 年 5 月 30 日に東北六県で設置済み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇講習会等の実施事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方整備局（直轄事務所、道路メンテナンスセンター） 

・地方公共団体（都道府県、市町村） 

・高速道路会社（NEXCO） 

・道路公社 

1. 維持管理等に関する情報共有 

2. 点検、修繕等の状況把握及び対策の推進 

3. 点検業務の発注支援（地域一括発注等） 

4. 技術的な相談対応           等 

〇道路メンテナンス会議を通じて、地方公共団体

における老朽化対策の取り組み事例を共有 

〈取り組み事例〉 

・点検・診断の高度化・効率化、補修計画の適正

化等のため、産学官の連携により、点検・診断・

措置情報を効率的に記録することが出来るデー

タベースシステムの開発・導入 

 

・技術力向上、点検費用の削減のため、道路メン

テナンス会議と市町村による合同点検（直営点

検）の実施 

 

・県による市町村への橋梁補修工法等に関する技

術的助言を行う相談窓口の設置 

体制

役割

地方公共団体の取り組み事例の共有 

橋梁点検講習会 講習会（座学）

橋梁補修現場見学会 点検支援技術講習会 
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（２） 東北道路メンテナンスセンターによる技術相談・技術支援 

■急速に老朽化する社会資本の対策を強化するため、点検データ等を活かした、より戦略的・

効率的なメンテナンスを推進するための組織として、「東北道路メンテナンスセンター」を

令和 5 年 4 月に設置しました。 

〇 直轄国道における橋梁等の健全性の診断、高度な技術を要する修繕工事等を担当する

ほか、蓄積されたメンテナンスデータの管理・分析による劣化予測や修繕計画の最適

化、新技術の活用などアセットマネジメントによる道路メンテナンスの高度化を推進。  

〇 道路メンテナンスに係る地方公共団体支援として、施設の健全性の診断・修繕の代行、

高度な技術を要する道路構造物保全に関する相談への対応、地方公共団体の職員等を

対象とした研修等の技術支援を担当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■技術相談・技術支援の流れ 

【相談・支援内容】

直轄管理国道における橋梁等の健全性の診断
高度な技術を要する橋梁等の修繕計画の策定、設計、

工事
劣化予測や修繕計画の最適化などアセットマネジメント

の検討・導入（メンテナンスデータの管理・分析等）
橋梁メンテナンスに関する技術研究開発
地方公共団体管理施設の直轄診断、修繕代行
地方公共団体の道路構造物保全に関する相談窓口
地方公共団体の職員等を対象とした研修・講習会

※平成25年度より、各地方整備局等
の企画部等に地方公共団体から
の老朽化対策等に係る支援相談
窓口を設置。
道路分野に関する個別相談は、右
記の「総合相談窓口」等。

インフラメンテナンス
国民会議

『自治体メンテ相談室』

『東北6県 道路メンテナンス会議』

（技術相談、県内合同点検・調査 、講習会、等）

〇道路メンテナンス 『総合相談窓口』
道路部 道路管理課 （保全担当）

〇東北道路メンテナンスセンター
（技術相談、合同点検・調査 、講習会、等）

技術相談
支援要請 技術支援

技術指導
情報共有

連携
情報共有

国土技術政策総合研究所
土木研究所

学識者
学識経験者

連携 連携

＜相談内容の例＞
•地方公共団体職員等を対象とした研修・講習会
•道路構造物保全に関する技術相談（技術的助言、
直轄診断・修繕代行など）
•道路メンテナンスに関する技術基準等の紹介
•点検支援技術性能カタログ等の新技術の案内
•包括的民間委託を導入している先進事例の紹介
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